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水道事業会計

Ⅰ．業務の状況について

１ 業務実績

  業務実績について、その主なものをみると次表のとおりである。

給水状況

（単位：世帯、人、㎥、％、ポイント）

増減 増減率

給 水 世 帯 220,375 2,100 1.0 218,275

給 水 人 口 （Ａ） 475,595 △ 321 △ 0.1 475,916

行 政 区 域 内 人 口 （Ｂ） 477,858 △ 364 △ 0.1 478,222

普 及 率 （Ａ/Ｂ） 99.53 0.01 － 99.52

年 間 給 水 量 （Ｃ） 50,746,554 74,559 0.1 50,671,995

年 間 有 収 水 量 （Ｄ） 45,040,266 660,296 1.5 44,379,970

有 収 率 （Ｄ/Ｃ） 88.76 1.18 － 87.58

29年度項　　　　　目 30年度 対前年度

給水量、有収水量、普及率、有収率の推移 

当年度末における給水世帯は 22万 375 世帯で、前年度に比べ 2,100 世帯（1.0％）増加してい

るものの、給水人口は 47 万 5,595 人で、前年度に比べ 321 人（0.1％）減少しており、普及率は

99.53％で、前年度に比べ 0.01 ポイント向上している。 

  また、年間給水量は 5,074 万 6,554 ㎥で、前年度に比べ 7 万 4,559 ㎥（0.1％）の増加、年間

有収水量は 4,504 万 266 ㎥で、富士見が丘団地の編入等により前年度に比べ 66 万 296 ㎥（1.5％）

の増加となっており、有収率は 88.76％で、前年度に比べ 1.18 ポイント向上している。 

  なお、施設の利用状況は次表のとおりである。 
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(単位：㎥、％、ポイント)

増減 増減率

一 日 給 水 能 力 （Ａ） 192,553 0 0  192,553

一 日 最 大 給 水 量 (Ｂ) 152,046 2,098 1.4 149,948

一 日 平 均 給 水 量 (Ｃ) 139,032 205 0.1 138,827

施 設 利 用 率 (Ｃ/Ａ) 72.20 0.10 － 72.10

最 大 稼 働 率 (Ｂ/Ａ) 78.96 1.09 － 77.87

負 荷 率 (Ｃ/Ｂ) 91.44 △ 1.14 － 92.58

項          目 30年度 29年度対前年度

２ 予算執行状況

（1）収益的収入及び支出

事業収益は、予算額 109 億 2,590 万円に対し決算額 109 億 4,655 万円で、決算額の予算額に対

する割合は 100.2％となっている。収入の主なものは、水道料金等の営業収益 101 億 8,867 万円

である。 

  事業費は、予算額 88 億 1,570 万円に対し決算額 79億 8,358 万円で、決算額の予算額に対する

割合は 90.6％となっており、不用額は 8億 3,211 万円である。支出の主なものは、水道施設の維

持管理費や減価償却費等の営業費用 72億 2,660 万円である。 

（2）資本的収入及び支出

資本的収入は、予算額 27 億 8,813 万円に対し決算額 16億 5,754 万円で、決算額の予算額に対

する割合は 59.5％となっている。収入の主なものは、建設改良に係る企業債 7億 7,070 万円、一

般会計からの出資金 4億 6,231 万円である。 

  資本的支出は、予算額 97 億 4,785 万円に対し決算額 67 億 5,206 万円で、決算額の予算額に対

する割合は 69.3％となっており、翌年度に 24 億 3,176 万円を繰り越し、不用額は 5億 6,402 万

円である。 

  この翌年度繰越額は建設改良費で、その主なものは配水管更新事業に係る繰越額 8億 4,748 万

円、配水施設更新事業に係る繰越額 7 億 1,600 万円、配水管整備事業に係る繰越額 6 億 95 万円

となっており、その理由は関係機関との協議等に期間を要したことによるものである。 

  資本的収入額16億 5,754万円が資本的支出額67億 5,206万円に対して不足する額50億 9,451

万円は、次表のとおり補てんしている。 
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（2）総収益

  総収益の内訳については次表のとおりである。

（単位：千円、％）

増減金額 増減率

給 水 収 益 8,950,423 87.8 123,444 1.4 8,826,979 86.8

分 担 金 286,553 2.8 581 0.2 285,972 2.8

下水道取扱事務手数料 0 0  △ 189,397 皆減 189,397 1.9

他 会 計 負 担 金 177,449 1.8 124,229 233.4 53,220 0.5

長 期 前 受 金 戻 入 717,756 7.0 △ 27,435 △ 3.7 745,191 7.3

そ の 他 64,645 0.6 △ 6,046 △ 8.6 70,691 0.7

計 10,196,826 100  25,376 0.2 10,171,450 100  

対前年度

30　年　度

区　　分
金額

構成
比率

29　年　度

金額
構成
比率

（注）総収益＝経常収益（Ａ）＋特別利益（Ｄ）

総収益は、前年度に比べ 2,537 万円増加している。 

これは、下水道取扱事務手数料が皆減したものの、公共下水道事業会計からの共通経費負担金

により他会計負担金が 1億 2,422 万円、給水収益が 1億 2,344 万円増加したこと等によるもので

ある。 

（3）総費用

  総費用の内訳については次表のとおりである。

（単位：千円、％）

増減金額 増減率

人 件 費 1,136,229 15.1 △ 48,900 △ 4.1 1,185,129 15.8

支 払 利 息 485,630 6.5 △ 73,438 △ 13.1 559,068 7.4

減 価 償 却 費 3,207,185 42.7 85,631 2.7 3,121,554 41.6

資 産 減 耗 費 31,552 0.4 △ 45,405 △ 59.0 76,957 1.0

委 託 料 1,273,404 17.0 15,309 1.2 1,258,095 16.8

修 繕 費 122,590 1.6 436 0.4 122,154 1.6

動 力 費 459,364 6.1 39,162 9.3 420,202 5.6

薬 品 費 143,372 1.9 17,898 14.3 125,474 1.7

請 負 工 事 費 234,990 3.1 △ 2,786 △ 1.2 237,776 3.2

そ の 他 423,859 5.6 22,785 5.7 401,074 5.3

計 7,518,175 100  10,692 0.1 7,507,483 100  

対前年度

30　年　度

区　　分
金額

構成
比率

29　年　度

金額
構成
比率

（注）総費用＝経常費用（Ｂ）＋特別損失（Ｅ）
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  総費用は、前年度に比べ 1,069 万円増加している。 

  これは、支払利息が 7,343 万円、人件費が 4,890 万円減少したものの、減価償却費が 8,563 万

円、動力費が 3,916 万円増加したこと等によるものである。 

（4）繰入金の状況

  繰入金の状況は次表のとおりである。

(単位：千円、％)

30年度 29年度 増減金額 増減率

営 業 収 益 50,789 53,220 △ 2,431 △ 4.6

営業外収益 0 0 0 -

計 50,789 53,220 △ 2,431 △ 4.6

462,311 481,628 △ 19,317 △ 4.0

513,100 534,848 △ 21,748 △ 4.1

区　　　　　　　分

収益的収入

合　　　　　　　計

資本的収入

 繰入金総額は、5億 1,310 万円で、前年度に比べ 2,174 万円減少している。 

  収益的収入に係る繰入金の総額は 5,078 万円で、主に簡易水道の建設改良に係る企業債の支払

利息に充てられ、資本的収入に係る繰入金の総額は 4億 6,231 万円で、主に大分川ダム建設工事

負担金に係る出資金である。なお、財政補てん目的の繰入金はない。

（5）水道料金の収入状況

  水道料金の収入状況は次表のとおりである。

（単位：千円、％）

増減金額 増減率

現年度分 9,666,457 133,320 1.4 9,533,137

過年度分 1,736,228 △ 59,445 △ 3.3 1,795,673

計 11,402,685 73,875 0.7 11,328,810

現年度分 8,035,128 119,968 1.5 7,915,160

過年度分 1,616,850 △ 39,762 △ 2.4 1,656,612

計 9,651,978 80,206 0.8 9,571,772

14,514 △ 2,257 △ 13.5 16,771

1,736,193 △ 4,074 △ 0.2 1,740,267未 収 額

区　　分 30 年 度 29 年 度対前年度

調 定 額

収入済額

不 納 欠 損 額

(注)金額は税込。

  当年度の収入済額は 96 億 5,197 万円で、前年度に比べ 8,020 万円（0.8％）増加している。 

  また、当年度末の未収額は 17 億 3,619 万円となっており、前年度に比べ 407 万円（0.2%）減

少している。 
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別表(3)

比  較  貸  借 

金　　額 構成比率 増 減 額

107,581,337 91.7 599,868 

１. 107,569,211 91.7 600,628 

土 地 6,647,604 5.7 △ 2,797 

建 物 2,724,153 2.3 △ 114,659 

構 築 物 68,909,823 58.7 △ 531,048 

機 械 及 び 装 置 6,539,343 5.6 △ 490,456 

車 両 運 搬 具 11,679 0.0 △ 2,637 

工具、器具及び備品 93,166 0.1 △ 9,363 

建 設 仮 勘 定 22,643,443 19.3 1,751,588 

２. 6,809 0.0 △ 760 

施 設 利 用 権 60 0.0 △ 20 

その他無形固定資産 6,749 0.0 △ 740 

３. 投 資 そ の 他 の 資 産 5,317 0.0 0 

出 資 金 5,317 0.0 0 

9,702,400 8.3 446,272 

１. 7,054,380 6.0 394,135 

２. 2,300,618 2.0 145,786 

３. 21,900 0.0 886 

４. 325,102 0.3 △ 94,535 

５. 400 0.0 0 

117,283,737 100   1,046,140 

流　 動　 資　 産

(2)

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

資

産

の

部

資　 産　 合　 計

無 形 固 定 資 産

現 金 ・ 預 金

(6)

(1)

そ の 他 流 動 資 産

対 前 年 　　度 
３０　年　度

科　　　　　目

固　 定　 資　 産

(5)

有 形 固 定 資 産

(4)

(1)

(1)

(2)

(3)

(7)
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 対  照  表 （その１）

（単位：千円、％）

増減率 金　　額 構成比率 金　　額 構成比率

0.6 106,981,469 92.0 105,889,971 91.9 

0.6 106,968,583 92.0 105,876,026 91.9 

0.0 6,650,401 5.7 6,607,673 5.7 

△ 4.0 2,838,812 2.4 2,723,614 2.4 

△ 0.8 69,440,871 59.7 69,516,039 60.3 

△ 7.0 7,029,799 6.1 6,535,225 5.7 

△ 18.4 14,316 0.0 8,090 0.0 

△ 9.1 102,529 0.1 112,706 0.1 

8.4 20,891,855 18.0 20,372,679 17.7 

△ 10.0 7,569 0.0 8,628 0.0 

△ 25.0 80 0.0 99 0.0 

△ 9.9 7,489 0.0 8,529 0.0 

0   5,317 0.0 5,317 0.0 

0   5,317 0.0 5,317 0.0 

4.8 9,256,128 8.0 9,363,331 8.1 

5.9 6,660,245 5.7 6,370,240 5.5 

6.8 2,154,832 1.9 2,726,834 2.4 

4.2 21,014 0.0 21,219 0.0 

△ 22.5 419,637 0.4 244,638 0.2 

0   400 0.0 400 0.0 

0.9 116,237,597 100   115,253,302 100   

対 前 年 　　度 
２９　年　度 ２８　年　度
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 対  照  表 （その２）

（単位：千円、％）

増減率 金　　額 構成比率 金　　額 構成比率

△ 5.0 24,070,468 20.7 25,675,355 22.3 

△ 5.8 20,201,167 17.4 21,801,308 18.9 

△ 1.0 3,862,301 3.3 3,874,047 3.4 

△ 3.5 1,059,194 0.9 1,070,940 0.9 

0   2,803,107 2.4 2,803,107 2.5 

0   7,000 0.0 0 0   

△ 14.2 4,023,896 3.5 4,325,327 3.8 

△ 25.4 2,600,141 2.3 2,590,144 2.3 

0.7 852,149 0.7 1,285,065 1.1 

△ 3.9 153,909 0.1 8,034 0.0 

42.9 91,000 0.1 94,000 0.1 

42.9 91,000 0.1 94,000 0.1 

15.5 326,697 0.3 348,084 0.3 

△ 1.3 25,133,093 21.6 25,412,872 22.0 

0.8 40,921,208 35.2 40,596,612 35.2 

△ 4.0 △ 15,788,115 △ 13.6 △ 15,183,740 △ 13.2 

△ 3.9 53,227,457 45.8 55,413,554 48.1 

5.5 55,838,409 48.0 53,178,340 46.1 

1.1 7,171,731 6.2 6,661,408 5.8 

△ 0.4 1,853,761 1.6 1,829,528 1.6 

0   11,050 0.0 11,050 0.0 

0   208,114 0.2 208,114 0.2 

△ 0.4 1,634,459 1.4 1,610,226 1.4 

0   138 0.0 138 0.0 

1.7 5,317,970 4.6 4,831,880 4.2 

皆減 63,859 0.1 0 0   

皆増 0 0   0 0   

△ 4.7 5,254,111 4.5 4,831,880 4.2 

5.0 63,010,140 54.2 59,839,748 51.9 

0.9 116,237,597 100   115,253,302 100   

２９　年　度 ２８　年　度
対 前 年 　　度 
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ｍ（0.6％）増加している。 

なお、施設の利用状況は次表のとおりである。 

(単位：㎥、％、ポイント)

増減 増減率

一 日 汚 水 処 理 能 力 （Ａ） 178,748 0 0   178,748 

一 日 最 大 処 理 水 量 (Ｂ) 142,150 △ 1,431 △ 1.0 143,581 

一 日 平 均 処 理 水 量 (Ｃ) 112,157 △ 1,487 △ 1.3 113,644 

施 設 利 用 率 (Ｃ/Ａ) 62.75 △ 0.83 - 63.58 

最 大 稼 働 率 (Ｂ/Ａ) 79.53 △ 0.80 - 80.33 

負 荷 率 (Ｃ/Ｂ) 78.90 △ 0.25 - 79.15 

項          目 30年度 29年度対前年度

２ 予算執行状況

（1）収益的収入及び支出

事業収益は、予算額 121 億 3,856 万円に対し決算額 119 億 185 万円で、決算額の予算額に対す

る割合は 98.0％となっている。収入の主なものは、下水道使用料等の営業収益 79 億 7,842 万円

である。 

事業費は、予算額 119 億 6,526 万円に対し決算額 117 億 7,445 万円で、決算額の予算額に対す

る割合は 98.4％となっており、不用額は 1億 9,081 万円である。支出の主なものは、処理場管理

費及び減価償却費等の営業費用 101 億 3,471 万円である。 

（2）資本的収入及び支出

  資本的収入は、予算額 93 億 6,721 万円に対し決算額 52 億 1,375 万円で、決算額の予算額に対

する割合は 55.7％となっている。収入の主なものは、建設改良に係る企業債 27 億 2,410 万円で

ある。 

  資本的支出は、予算額 133 億 8,338 万円に対し決算額 90 億 1,091 万円で、決算額の予算額に

対する割合は 67.3％となっており、翌年度に 25 億 4,864 万円を繰り越し、不用額は 18億 2,382

万円である。 

  この翌年度繰越額は建設改良費で、その主なものは公共管渠建設費に係る繰越額 14 億 1,787

万円となっており、その理由は工事着手にあたり地元との調整に不測の日数を要したこと等によ

るものである。 

資本的収入額52億 1,375万円が資本的支出額90億 1,091万円に対して不足する額37億 9,716

万円は、次表のとおり補てんしている。 
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Ⅱ．経営の状況について

１ 経営成績

  経営成績についてみると次のとおりである。

（1）損益計算書

平成 29 年度は平成 29年 4 月 1日から平成 30年 3 月 31 日まで 

平成 30 年度は平成 30年 4 月 1日から平成 31年 3 月 31 日まで 

増減金額 増減率

（Ａ） 11,488,685 11,639,677 △ 150,992 △ 1.3

営 業 収 益 7,564,980 7,761,668 △ 196,688 △ 2.5

営 業 外 収 益 3,923,705 3,878,009 45,696 1.2

（Ｂ） 11,485,438 11,635,977 △ 150,539 △ 1.3

営 業 費 用 9,966,727 10,002,998 △ 36,271 △ 0.4

営 業 外 費 用 1,518,711 1,632,979 △ 114,268 △ 7.0

（Ｃ）

（Ａ－Ｂ）

（Ｄ） 94 115 △ 21 △ 18.3

（Ｅ） 3,341 3,815 △ 474 △ 12.4

△ 2,006,106 △ 2,006,106 0 0  

0 0 0 -

△ 2,006,106 △ 2,006,106 0 0  

（単位：千円、％）

区　　　　　分 30　年　度

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益
0

（Ｃ＋Ｄ－Ｅ）

29　年　度
対　前　年　度

3,700

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

3,247

その他未処分利益剰余金変動額

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

0

△ 12.2

0 -

△ 453

（※）前年度繰越欠損金、当年度未処理欠損金の数値表記については、計算の過程を明瞭にする

ため、△表記としている。

経常収益 114 億 8,868 万円に対し経常費用 114 億 8,543 万円で、経常利益は 324万円を計上し

ており、これに特別利益と特別損失を加減した当年度純利益は 0円で、収益的収支が均衡してい

る。これは、分流式下水道における汚水処理に要する資本費に充当する使用料等収入の不足分相

当額を総務省の基準に基づき一般会計から繰り入れたことによるものである。 

なお、当年度未処理欠損金は前年度と同額の 20億 610 万円となっている。 
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（2）総収益

  総収益の内訳については次表のとおりである。

（単位：千円、％）

増減金額 増減率

下 水 道 使 用 料 5,166,081 45.0 3,490 0.1 5,162,591 44.3

他 会 計 負 担 金 2,394,553 20.8 △ 200,136 △ 7.7 2,594,689 22.3

長 期 前 受 金 戻 入 3,887,355 33.8 23,341 0.6 3,864,014 33.2

そ の 他 40,790 0.4 22,292 120.5 18,498 0.2

計 11,488,779 100  △ 151,013 △ 1.3 11,639,792 100  

金額
構成
比率

対前年度

30　年　度

区　　分
金額

構成
比率

29　年　度

（注）総収益＝経常収益（Ａ）＋特別利益（Ｄ） 

総収益は、前年度に比べ 1億 5,101 万円減少している。 

これは、長期前受金戻入が 2,334 万円増加したものの、他会計負担金が 2 億 13 万円減少した

こと等によるものである。 

（3）総費用

  総費用の内訳については次表のとおりである。

（単位：千円、％）

増減金額 増減率

人 件 費 250,640 2.2 △ 52,552 △ 17.3 303,192 2.6

支 払 利 息 1,495,748 13.0 △ 123,032 △ 7.6 1,618,780 13.9

減 価 償 却 費 7,536,298 65.6 66,476 0.9 7,469,822 64.2

資 産 減 耗 費 39,181 0.4 △ 7,293 △ 15.7 46,474 0.4

委 託 料 1,805,176 15.7 △ 190,359 △ 9.5 1,995,535 17.1

請 負 工 事 費 113,985 1.0 10,866 10.5 103,119 0.9

負 担 金 151,854 1.3 141,384 著増 10,470 0.1

そ の 他 95,897 0.8 3,497 3.8 92,400 0.8

計 11,488,779 100  △ 151,013 △ 1.3 11,639,792 100  

構成
比率

対前年度

30　年　度

区　　分
金額

構成
比率

29　年　度

金額

（注）総費用＝経常費用（Ｂ）＋特別損失（Ｅ）

  総費用は、前年度に比べ 1億 5,101 万円減少している。 

これは、上下水道の共通経費負担金が多く占める負担金が 1億 4,138 万円、減価償却費が 6,647

万円増加したものの、委託料が 1億 9,035 万円、支払利息が 1億 2,303 万円、人件費が 5,255 万

円減少したこと等によるものである。 
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（4）繰入金の状況

  繰入金の状況は次表のとおりである。

(単位：千円、％)

30年度 29年度 増減金額 増減率

営 業 収 益 2,394,553 2,594,689 △ 200,136 △ 7.7

営 業 外 収 益 0 0 0 -

計 2,394,553 2,594,689 △ 200,136 △ 7.7

1,572,437 1,563,362 9,075 0.6

3,966,990 4,158,051 △ 191,061 △ 4.6

区　　　　　　　分

収益的収入

合　　　　　　　計

資本的収入

繰入金総額は、39 億 6,699 万円で、前年度に比べ 1億 9,106 万円減少している。 

  収益的収入に係る繰入金の総額は 23 億 9,455 万円で、主に雨水処理施設に係る減価償却費と

企業債支払利息に充てられ、資本的収入に係る繰入金の総額は 15 億 7,243 万円で、主に下水道

整備等の企業債償還金に充てられている。なお、財政補てん目的の繰入金はない。 

（5）下水道使用料の収入状況

  下水道使用料の収入状況は次表のとおりである。

（単位：千円、％）

5,579,367

△ 10,036

△ 2,3016,916,484

1,344,852 5,317

過年度分 1,250,885

5,561,285

未 収 額

5,571,321

0.45,134

不 納 欠 損 額

収入済額

5,575,598

1,245,751

4,325,570

1,343,187

0.1

△ 0.2

4,310,400

10,347

30 年 度

△ 15,170

区　　分

現年度分

過年度分

計

現年度分

1,337,117

計

調 定 額

29 年 度対前年度

△ 6,070

1,339,535

増減率増減金額

△ 0.5

3,769

30.5

6,918,7850.0

0.4

7,929

△ 0.4

2,418

(注)金額は税込。

  当年度の収入済額は 55 億 6,128 万円で、前年度に比べ 1,003 万円（0.2％）の減少となってい

る。 

  また、当年度末の未収額は 13億 4,485 万円となっており、前年度に比べ 531 万円（0.4％）増

加している。 
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２ 財政状態

  財政状態についてみると次のとおりである。

（1）貸借対照表

    平成 29 年度は平成 30年 3 月 31 日現在 

    平成 30 年度は平成 31年 3 月 31 日現在 

（単位：千円、％）

資本剰余金

210,253,875計

欠　損　金

12,804,930剰余金

△ 1.6

0  0

1.2175,412

△ 3,432,138

負　債

計

固定負債

流動負債

資本金

資　本

繰延収益

177,120,614

20,328,331

210,253,875

流動資産

29 年 度

210,253,875 213,686,013

科　　　目 30 年 度

資　産

206,601,930固定資産

8,232,047

△ 2,006,106

△ 341,326

△ 3,432,138

△ 5,218,551

8,723,082

3,993,271

213,686,013

75,867,919

213,686,013

78,996,816

14,635,624

12,629,518

31,346,848

18,717,330

33,133,261

△ 2,006,106

△ 491,035

14,811,036

93,020,648 94,619,267

対前年度

3,651,945

1.4175,412

△ 3,432,138

182,339,165

△ 3,090,812209,692,742

増減金額 増減率

5.71,786,413

△ 5.6

△ 1.6

△ 8.5

△ 1.5

△ 1.6

△ 2.9

△ 4.0△ 3,128,897

△ 1,598,619 △ 1.7

8.61,611,001

①資 産

  資産は 2,102 億 5,387 万円で、前年度に比べ 34 億 3,213 万円（1.6％）減少している。これは、

減価償却に伴う構築物の減等により固定資産が30億9,081万円減少したことによるものである。 

②負 債 

  負債は 1,771 億 2,061 万円で、前年度に比べ 52 億 1,855 万円（2.9％）減少している。これは、

企業債の減により固定負債が 31 億 2,889 万円、収益化に伴う長期前受金の減により繰延収益が

15 億 9,861 万円減少したことによるものである。 

③資 本 

  資本は 331 億 3,326 万円で、前年度に比べ 17 億 8,641 万円（5.7％）増加している。これは、

一般会計からの出資金の受け入れにより資本金が 16 億 1,100 万円増加したこと等によるもので

ある。なお、欠損金は 20 億 610 万円を計上している。 
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Ⅲ．むすび（審査意見） 

 当年度の経営状況を見ると、未処理欠損金が前年度と同額の 20 億 610 万円

となっており、収益的収支は、分流式下水道に係る総務省の基準に基づく繰入

金を一般会計から繰り入れたことにより収支が均衡している。 

当年度のこの基準に相当する一般会計からの繰入金は2億7,515万円であり、

前年度より 2億 2,423 万円減少している状況となっているものの、独立採算を

基本とした公営企業においては、総務省の示す基準とは言え、一般会計からの

繰入に依存することなく収益的収支の黒字化を図り、経営の健全化を行うこと

が求められる。 

しかしながら、公共下水道事業の収益の根幹をなす下水道使用料の増収のた

めの重要な要件である普及率は当年度 63.44％で、前年度の 63.05％から 0.39

ポイント向上、下水道への接続状況を示す水洗化率も当年度 89.13％で、前年

度の 88.98％から 0.15 ポイント向上したものの、当年度の下水道使用料は 51

億 6,608 万円で、前年度に比べ 349 万円の増収にすぎず、増加率も 0.1％の微

増となっている。 

今後は、収益的収支の黒字化に向け、効率的かつ効果的な資本投資と使用料

の増収に向けた様々な取組みを進めて行かなければならない。 

このような状況の中、平成 31 年 3 月策定の「大分市上下水道事業経営戦略」

では、経営の健全化に向けた取組みの一つとして、住宅密集地区や整備要望地

区への効率的な整備促進と接続促進による下水道使用料の増収を掲げ、7年後

には単年度収支を黒字化することにより、分流式下水道に係る総務省の基準に

基づく繰入金を無くすとともに、累積した未処理欠損金を解消していくことを

目標としており、この経営戦略の取組みを着実に進めて行くことが肝要である。 

今後は、累積した未処理欠損金の解消の実現に向け、この経営戦略の取組み

に加え、平成 30 年 4 月から上下水道局として組織統合したメリットを最大限

に活かす取組みが必要である。さらに、市民の理解を得る中で下水道使用料の

適正な在り方についての検討などを行い、早期に経営の健全化の実現と経営基

盤の強化を図るよう要望する。 
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 照　比　較　表  （その２）

（単位：円、％）

30年度 29年度 増　減　額 増減率 30年度 29年度

100  100  △ 835,145,424 △ 13.8 55.7 75.2

52.2 52.2 △ 435,400,000 △ 13.8 52.5 74.5

0  0  0 － 0  0  

0  0  0 － 0  0  

2.0 1.7 3,765,425 3.7 94.1 81.8

15.3 19.9 △ 407,079,000 △ 33.8 31.6 60.3

30.2 25.9 9,075,164 0.6 102.9 93.9

0.3 0.3 △ 5,507,013 △ 26.9 100.0 100.0

30年度 29年度 増　減　額 増減率 30年度 29年度

100  100  △ 957,948,717 △ 9.6 67.3 84.5

33.5 38.9 △ 854,735,739 △ 22.1 41.0 68.1

66.4 61.0 △ 95,911,978 △ 1.6 100.0 100.0

0.1 0.1 △ 7,301,000 △ 48.7 100.0 99.9

0  0  0 － 0  0  

　 費税及び地方消費税資本的収支調整額 127,402,888円、過年度分損益勘定留保資金

決算額の予算額に対する割合

決　　　　　　　　　算　　　　　　　　　額　　

対 前 年 度

決算額の予算額に対する割合

対 前 年 度構 成 比 率

構 成 比 率

決　　　　　　　　　算　　　　　　　　　額　　
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 計　算　書

増減率 金   　額 構成比率 金   　額 構成比率

△ 2.5 7,761,668 66.7 7,234,272 63.2

0.1 5,162,591 44.4 5,095,142 44.5

△ 7.7 2,599,077 22.3 2,139,130 18.7

1.2 3,878,009 33.3 4,221,072 36.8

△ 62.4 221 0.0 262 0.0

195.4 6,135 0.0 413,294 3.6

0.6 3,864,014 33.2 3,799,784 33.1

137.5 7,639 0.1 7,732 0.1

△ 18.3 115 0.0 25 0.0 

△ 18.3 115 0.0 25 0.0

△ 1.3 11,639,792 100   11,455,369 100   

△ 0.4 10,002,998 86.0 9,766,455 84.7 

11.1 176,072 1.5 165,674 1.4 

1.7 1,802,410 15.5 1,765,685 15.3 

△ 40.2 324,988 2.8 331,226 2.9 

△ 8.0 183,232 1.6 131,899 1.2 

0.9 7,469,822 64.2 7,340,964 63.6 

△ 15.7 46,474 0.4 31,007 0.3 

△ 7.0 1,632,979 14.0 1,765,504 15.3 

△ 7.6 1,618,780 13.9 1,751,713 15.2 

61.7 14,199 0.1 13,791 0.1

△ 12.4 3,815 0.0 3,876 0.0 

△ 12.4 3,815 0.0 3,876 0.0 

△ 1.3 11,639,792 100   11,535,835 100   

－ 0 － △ 80,466 －

0   △ 2,006,106 － △ 1,933,892 －

－ 0 － 8,252 －

0   △ 2,006,106 － △ 2,006,106 －

（単位：千円、％）

２８　年　度２９　年　度
　 対　前　　年　度
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 対  照  表 （その２）

（単位：千円、％）

増減率 金　　額 構成比率 金　　額 構成比率

△ 4.0 78,996,816 36.9 81,821,661 37.9 

△ 4.0 78,996,816 36.9 81,821,661 37.9 

皆増 0 0   0 0   

皆増 0 0   0 0   

△ 5.6 8,723,082 4.1 7,649,310 3.5 

皆増 0 0   38,500 0.0 

△ 2.2 5,984,345 2.8 6,080,257 2.8 

△ 15.9 2,699,860 1.3 1,489,904 0.7 

40.9 20,578 0.0 26,872 0.0 

40.9 20,578 0.0 26,872 0.0 

13.8 18,299 0.0 13,777 0.0 

△ 1.7 94,619,267 44.3 96,781,938 44.8 

1.9 120,649,619 56.5 118,975,723 55.1 

△ 14.7 △ 26,030,352 △ 12.2 △ 22,193,785 △ 10.3 

△ 2.9 182,339,165 85.3 186,252,909 86.2 

8.6 18,717,330 8.8 17,116,018 7.9 

1.4 12,629,518 5.9 12,617,722 5.9 

1.2 14,635,624 6.8 14,623,828 6.8 

△ 0.4 3,088,762 1.4 3,112,440 1.4 

0   127,000 0.1 127,000 0.1 

1.6 11,419,862 5.3 11,384,388 5.3 

0   △ 2,006,106 △ 0.9 △ 2,006,106 △ 0.9 

0   △ 2,006,106 △ 0.9 △ 2,006,106 △ 0.9 

5.7 31,346,848 14.7 29,733,740 13.8 

△ 1.6 213,686,013 100   215,986,649 100   

２８　年　度２９　年　度
　　   対　 前　年 　度
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